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Ⅰ　世界の各国のエネルギー消費の特徴

世界各国のエネルギー源別の消費の比率を見

ると，国ごとに大きな差異が生じている。図１

で示すように，エネルギー消費量の比率で見

て，自動車用の燃料となっている石油の消費比

率は，各国とも全エネルギー消費量の 20％を

超える量が費やされている（2015 年データ，

以下同じ）。こうした中，とりわけ高い石油消

費比率を示す国も存在しており，それはサウジ

アラビアで石油が 64％を占める。これは発電

も一部石油火力に頼っているためである。

一方，石炭の比率が飛び抜けて高くなってい

る国として中国（64％）とインド（58％）をあ

げることができる。その他，インドネシア，韓

国，ベトナム，オーストラリア，ドイツ，日本

の石炭比率が 20％を超えて高くなっている。

韓国と日本を除けば，その他の諸国は産炭国で

ある。

次に，天然ガスの消費比率が明らかに際立っ

て高いのは，ロシアで全体の 53％を占める。

その他，タイ，サウジアラビア，英国，イタリ

ア，カナダ，米国の天然ガスの比率も高くなっ
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ている。

原子力について見ると，比率が極めて高い

のはフランスで 41％となっている。水力の比

率が高いのは，ノルウェーで 66％であり，そ

の他ブラジル，カナダ，ベトナムも 20％を超

えており比率が高い。再生可能エネルギーにつ

いて見ると，ドイツ，イタリア，英国が 10％

前後であり比較的高くなっている。一方，ロシ

ア，韓国は再生可能エネルギーの導入への取り

組みが遅れていることがわかる。

図１により，エネルギー消費量全体の中での

燃料別シェアの情報を分析したが，さらに，よ

り顕著に差が生じるのが，電力供給に占めるエ

ネルギー消費量の内訳データである。これは，

発電の場合，石炭依存，天然ガス依存，原子力

発電依存というように，特定の発電源に大きく

依存する国があるためである。

しかも，発展途上国においては，電力化率と

呼ぶ電力供給量が全エネルギー消費量に占める

比率が重視されている。これは，電力化率が高

まることが即ち，国の発展を意味すると考えら

れるようになってきているためである。途上国

を脱して先進国入りするには，国のインフラで

ある電力供給を強化し，無電化地域をなくして

電力化率を高めることが重要であると考えられ

ている。
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図１　世界各国のエネルギー消費の比率（％）（2015 年データ）

（資料）BP 統計 2016 年版データより作成。
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以上，エネルギーの供給側および消費側の両

方において国別の差異がたいへん大きいこと

を，全エネルギーに占める燃料別の比率と，電

力用燃料の内訳という二つの視点から確認し

た。このように見てくると，石油，石炭，天然

ガスについて見ただけでも，どの国からの輸出

が可能であり，輸入を行おうとしている国はど

こかに関して，実に多くのエネルギー別の取引

がなされ，膨大な情報を組み合わせることが，

これらの取引を成立させるためには必要となっ

ていることがわかる。

つまり，石油，石炭，天然ガスの貿易が行わ

れることは，実に多くの要因を考慮し，日々の

動向を取り込む必要があることになる。経済・

金融・政治動向，紛争・戦争の勃発・激化，社

会・民族の動向，地球環境問題など，考慮しな

ければならない要因は多岐にわたる。

先に，石油は，自動車用の燃料として必需品

であり各国とも一定比率の量（全エネルギー消

費量の 20％程度）は必ず消費しているという

状況を図１で確認した。

必需品であるということは，急に供給量が減

少した場合には，価格が高騰してもそれでも是

非購入したいとの行動に出るのが石油需給の特

徴となる。石油需要量が価格の変動に対応して

大きく変動するかというと，需要の変動する量

はそれほど大きくならないということを意味す

る。需要の短期の価格弾力性は低い（例えばマ

イナス 10％）と見積もることができる。

それでは石油価格が高止まりして 10 年とか

の長期にわたって例えば 100 ドル／バレルとい

う高い価格のままとなる状況を考えると，石油

から他の燃料に転換する動きが間違いなく生じ

ると予測されることになる。自動車は現在で

は，天然ガスで走らせることもでき，石油が高

騰したままであればガスに切り替える，さら

に，電気で自動車を走らせることもできるとい

うように，自動車用の燃料を，石油から他の燃

料に転換する動きが出ることは石油が高いまま

であれば尚更促進されることは間違いない。つ

まり，石油の長期の価格弾力性は高いというこ

とを意味する。

このような状況下では，政治紛争が生じて供

給がストップしたときには必需品としての石油

需要は即座には減らないため，価格のほうで調

整が行われ，石油価格は急騰することが予測さ

れる。

こうした事例に関しては，Griffin（2015）の

研究が参考となる。以下ではGriffinの研究事例

に基づきながら石油市場の特性を考えてみる。

石油生産国として第１および第２の二国と，

石油消費国としてＡおよびＢの二つの国，合わ

せて４カ国が存在する世界を考える。ここで，

生産国第１は消費国 A と地理的に近いとする。

50 単位の石油を生産できる第１国は，Ａ国に

石油を供給することになるとまず前提を置く。

一方，第１国と同じく 50 単位の石油を生産

できる第２国が存在し，第２国はＢ国と地理的

に近いとすると，平常時においては，第２国は

Ｂ国に 50 単位を輸出すると仮定する。

ここで石油の短期の需要の価格弾性値は低く

（必需品なので代替が効かないため）-0.1 であ

るとする。一方，石油の長期の需要の価格弾性

値は -0.5 であるとし，長期的な石油の代替は

十分に生じ得るものと仮定する。

こうした状況下において，生産国である第２

国の生産が完全に停止する事態が生じるとどの

ようになるかを図２の下段は示している。Ｂ国

は，石油が必需品であるので仕方なく，第１国

から石油を購入する。ただし，この場合石油の
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市場取引価格は大幅に上昇せざるを得ない。

短期の価格弾性値は -0.1 であり，50％の供

給量の不足は，500％の価格の値上がりを意味

してしまう。平常時に石油価格が 100 ドルとす

ると，500％の上昇ということは石油価格が，

第２国からの供給停止時には 600 ドルまで上昇

することを意味する。短期での供給の途絶が

あっても必需品である石油に対する需要は衰え

ないために，何が何でも手に入れようとする需

要家が存在し，価格の急上昇が生じてしまう。

価格変動が激しい石油の特徴がこうした事例を

見ることで理解できる。

供給側に寡占状態があれば，簡単に価格が大

きく変動することは，この図２の事例を見れば

明らかである。

世界の石油取引においては，石油輸出国機

構（OPEC）という国際組織が存在している。

一つの組織として生産制限をしたり，OPEC は

加盟各国の利益の拡大のため価格の吊り上げを

狙って実現させることに成功した歴史がかつて

あった。世界の民間企業がこのような価格高止

まりを目指した交渉を仮に行ったとすると，当

然，カルテル行為だとして各国の独禁法当局か

らの審査と処分を受ける行為であると見なされ

る。OPEC の活動は，主権を持った「国」が行っ

ているカルテル類似の行為であるために訴追を

免れているのに過ぎないと考えられる。

しかも図２の事例で重要なのは，第２国から

第１国に供給先を変更したＢ国ばかりでなく，

Ａ国の石油購入価格も同じく，600 ドルという，

上昇した高い価格での石油購入を求められてし

まう点である。

なぜこのように価格の変動が直ぐに他の国に

波及してしまうかという点は，石油に関して

は，世界的な取引市場が存在しているためであ

ると言える。直物（スポット）の取引に加え

て，先物取引・先渡し取引も可能な市場がある

ために，直接相対（あいたい）で取引する人々

も日々の先物市場での価格変動を見つつ，その

価格を指標として世界的に取引が行われている。

OPEC は，一つの組織として統一した政策が

取れたとした場合には市場への影響力を維持で

きる可能性があるが，OPEC 最大の生産量であ

るサウジアラビアでも 2015 年の世界シェアは

13％であり，2015 年には米国のほうがわずか

に生産量で上回り，サウジアラビアが世界第 2

位の生産国にランクが後退している。このよう

に世界の中で石油価格を決定する力を，産油国

は現状では持っておらず，世界の先物市場で決

定された価格に従うプライステイカーとなって

いる状況がある。産油国の原油輸出に当たって

の値決めの方法はアジア向け，北米向け，欧州

向けの各指標原油の価格に，品質差によりプレ

ミアムあるいはディスカウントを調整するとい

う方法がとられている。

ただし，日本の 2014 年度の原油輸入につい

て見ると，OPEC からの輸入が 83.2％を占め，

非 OPEC 諸国からの輸入量は 16.8%に過ぎな
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図 2　石油生産国１・２と石油消費国 A・B の関係

（資料）Griffin (2015), p. 33 より筆者作成。
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い（石油連盟，2016）。つまり，日本は OPEC

からの石油供給に格別に大きく依存していると

言える。したがって，日本は世界の石油市場が

成立していることで大きな恩恵を被っている可

能性がある（特別に高く買わざるを得ない立場

にありながら，世界標準の価格で購入できてい

る）と言える。

OPEC などの産油国からの石油輸入に際して

は，多くの場合，産油国の国営石油企業と，石

油消費国の企業が輸入交渉を行っており，一定

量の輸入の権利を確保するターム契約（長期契

約）が主として用いられるとともに，部分的に

はスポット契約と呼ばれる余剰分の直接取引も

用いられている。

以上，価格の変動が激しい石油市場の特異性

が何故生じているかに関する検討を図２を用い

て行った。

Ⅱ　石油市場の形成

石油市場が成り立つまでには，欧米の大手石

油企業（セブン・シスターズと呼ばれる）が世

界の石油需給および価格をコントロールする

時代が 1960 年代末まで続いた（サンプソン，

1976）。1960 年に結成されていた OPEC は，

1973 年の第 1 次石油ショック，1979 年の第２

次石油ショックが生じる原因となる価格引き

上げに 70 年代に成功する。70 年代において，

OPEC は石油需給と価格の両方において大きな

力を発揮した。

その後，1980 年代に入ると石油価格の急上

昇により，世界の石油需要の大幅な抑制が生じ

てしまう。こうして 80 年代半ばには石油価格

が急落し，OPEC の価格支配力は大幅に低下す

る。

1990 年代に入ると石油先物市場が，世界の

石油価格付けにおいて大きな力を発揮するよう

になる。いったん石油先物市場での価格付けが

指標としての重要な役割を果たすようになる

と，先物市場での石油取引量が拡大していく。

これは，先物でヘッジをすることが可能となる

ためで，石油の実需筋である石油会社，石油精

製会社，石油化学会社，電力会社，輸送会社，

航空会社，船会社等において，輸入価格の変動

をヘッジすることが可能となり，本業での利益

を確定することが商品先物市場の利用で可能と

なるためである。さらに，オプション取引とい

う価格変動リスクの低減手法も先物市場の利用

により可能となる。

石油の実需を持つ企業においては，先物市場

が存在して価格のヘッジが可能であるにもかか

わらず先物市場を活用して将来の収入を確定し

ないということは，石油市場の中ではポジショ

ンを確定しない投機を行っている立場に立つこ

とを意味してしまう。このようにして先物市場

の活用がますます拡大していくこととなる。

先物市場は，このような状況の変化を折り込

みながら，適正な価格を「発見」し，その価格

を「維持」する機能をますます発揮するように

なっていく。

Banks（2015）の分析によれば，1974 年から

1999 年の間の石油市場は，その後 2000 年以降

の価格変動が激しくなった時代に比べると概し

て穏やかな時代であったと評価されている。

2000 年以降においては，特に米軍のイラク

侵攻をきっかけとして始まった 2003 年以降の

原油価格の急上昇（140 ドル／バレル台）が今

まで存在しなかった大きな価格変動であった。

しかも，2008 年から 2009 年にかけてのリーマ

ンショックによる急落（30 ドル／バレル台）
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が生じ，さらにその後，100 ドル／バレルを

超える価格に戻すが，2014 年半ば以降に一時

的に 20 ドル台をつけるほどの急落が生じてい

る。このように価格が大幅に変動する時代に

入ってしまっている。

Banks（同上）は，世界の３大油田は，サウ

ジアラビアのガワール油田，クウェートのブル

ガン油田，メキシコのカンタレル油田である

が，いずれも現在の生産量からは今後は増大で

きず，生産量は減退に向かうと予測している。

他の既存油田に関しても同じく生産量はピーク

を打ち，既存油田からの生産量は今後 2016 年

から 2030 年の間にピークを迎えるとの予測を

出している。

一方，シェール開発に用いられた先進技術を

既存油田の生産において用いることで増産を促

す効果も現れており，Jacobs (2016) はこの点を

強調して，既存油田の回収率の平均が 40％，

シェールオイルの回収率が７％程度であるが，

この両者がともに上昇の余地があると見なして

いる。

Banks（同上）によれば，2016 年現在では，

シェールガス生産に伴う軽質原油の生産の増大

が期待される状況があるが，価格の乱高下は今

後も続かざるを得ないとの予測となっている。

Ⅲ　石油とガスの取引状況

１．石油貿易

現在の石油およびガスの市場の状況を，地域

別の取引の動向から見てみることとする。表１

は国別・地域別に見て，どの地域が多くの原油

を輸出し，石油製品を輸出しているか，また，

原油を輸入し，石油製品を輸入しているかにつ

き 2015 年の状況を示している。

原油と石油製品を含めたネットの輸出量が最

も多いのは中東であり，次いで，ロシア，米国，

西アフリカの順となっている。

輸入量に関してみると，表1の中では，欧

州が最も多く，次いで，米国，中国，その他ア

ジア，インド，日本の順となっている。

注目される数値としては，石油製品の輸出量

が，米国が，中東，ロシア，欧州からの輸出量

を上回っている点で，米国では原油輸出が原則

禁止とされる中，国内で余剰となった石油製品

を輸出に回す動きが生じていたことが示されて

いる。

原油を輸入して自国で精製する比率が高いの

は，インド，中国，日本，米国である。一方，

自国で精製せずに石油製品を輸入する比率が高

いのは中南米とアフリカ諸国である。

ネットの原油輸入量が多いのは欧州，米国，

中国，その他アジア，インド，日本であり，ネッ

トの石油製品輸入量が多いのは中南米，欧州，

シンガポール，その他アジア，中国，日本，メ

キシコ，オセアニア，西アフリカ，東・南アフ

リカとなっている。

米国からの石油製品は中南米に輸出され，一

部は欧州にも供給されている。欧州では石油製

品の輸入をロシア等から行っている。インドは

アジア諸国中では珍しく，石油製品のネットの

輸出国となっている。アフリカ諸国は，原油は

輸出するものの，精製設備が足りないために石

油製品の輸入を行っている。

以上見たように，原油および石油製品の貿易

において，各国・地域ごとに特徴があり，石油

市場の形成においてもこれらの特徴に基づいた

取引がなされている。
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２．ガス貿易

天然ガスの取引について分析してみる。天

然ガスの貿易は，ガスパイプラインを経由す

るかまたは液化して LNG（液化天然ガス：

Liquefied Natural Gas）として専用船により輸

出入されている。

表２でパイプライン経由の天然ガス輸出入量

を見ると，欧州内での国を越えたガスの取引が

活発であるほか，旧ソ連の特にロシアから欧州

に向けた輸出量が多い。そのほか北米内でガス

の輸出入が行われている。そのほかには，ロシ

アから中国，カタールから UAE のガス輸出量

が比較的多い。アジア地域におけるパイプライ

ン経由での天然ガス輸出入量は，欧米地域と比

べると量が少なくなっている。

次に表３で液化天然ガス（LNG）による天

然ガス輸出入量を見ると，そもそも LNG とし

て輸出入される量はパイプライン経由で輸出入

される量と比べると半分以下に止まる。LNG

取引は，アジア太平洋地域向けが世界の 7 割を

占めており，圧倒的に多くなっている。シェー

ルガスの増産により，米国が LNG の輸出を実

施する予定であり，LNG の輸入国としてのア

ジア市場の動向が注目されている。

表２および表３ともに，石油と比べると地域

性が強くなっていることがわかる。ガスが売り

手と買い手とが石油と比べると固定される傾向

がある商品であることが示されている。

最後に，石油とガスの市場の利用について考

察してみる。

Bridge et al.（2013）の指摘は重要である。

一つには，政治の道具として取り込まれてし

まって，政治そのものとも言える状態にある

「石油」の問題に取り組む必要が今こそあると

いう点である。二つ目としては，現に生じてい

る競争，紛争，協力がどのように行われている

のかに視点を当てた分析の重要性である。資源

供給が満ち足りていた時代（Age of Plenty）

表１　世界の原油および石油製品の輸出入（2015 年）
（単位：百万トン）

原油
輸入量

製品
輸入量

輸入量
合計

原油
輸出量

製品
輸出量

輸出量
合計

ネット
輸入量

米国 366.0 98.1 464.1 24.5 198.3 222.7 241.3
カナダ 32.7 29.3 62.1 159.4 30.0 189.4 -127.3
メキシコ 0.0 37.0 37.0 59.8 8.2 68.0 -30.9
中南米 20.1 91.3 111.4 172.4 29.0 201.4 -90.0
欧州 488.1 184.0 672.1 10.2 129.2 139.4 532.7
ロシア 2.9 2.0 4.8 254.7 150.1 404.8 -400.0
その他旧ソ連 23.2 12.9 36.0 81.0 11.9 92.9 -56.8
中東 7.9 37.1 45.0 879.6 141.3 1,020.9 -976.0
北アフリカ 8.1 32.7 40.7 61.5 19.0 80.5 -39.8
西アフリカ 0.5 28.1 28.6 215.5 6.2 221.7 -193.1
東・南アフリカ 6.7 22.4 29.0 8.4 1.5 10.0 19.0
オセアニア 24.5 25.8 50.3 9.2 3.0 12.2 38.1
中国 335.8 69.5 405.3 2.8 36.7 39.5 365.8
インド 195.1 23.3 218.5 0.2 55.0 55.2 163.3
日本 167.8 46.7 214.5 0.3 17.4 17.7 196.8
シンガポール 45.7 125.7 171.4 0.1 88.7 88.8 82.6
その他アジア 252.3 163.3 415.7 37.8 103.6 141.4 274.3
世界合計 1,977.2 1,029.3 3,006.5 1,977.2 1,029.3 3,006.5 0.0

（資料）BP 統計 2016 年版データに基づき作成。
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は過ぎ去っており，より冷静に，市場の構造が

どのようになっており，エネルギー源別，地域

別の市場の参加者について細かく分析しつつ，

地球全体の管理の問題としてエネルギー資源問

題に取り組む必要が指摘されている。

中東・北アフリカさらに他地域も含めて紛争

の根は尽きない状況があるなか，供給量の急減

など，多くの国で生じる可能性が存在してお

り，こうした中，「政治」において何が生じて

いるかに関する考察と分析は，石油・ガス需給

の確保の可能性を考える際に欠かせない視点と

なっている。

表２　世界のパイプライン経由の天然ガス輸出入量
（単位：10 億立方メートル）

輸出元
輸出先 北米計 中南米計 欧州計 旧ソ連計 中東計 アフリカ計 アジア計 合計
米国 74.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 74.4
カナダ 19.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 19.8
メキシコ 29.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 29.9
北米計 124.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 124.1
アルゼンチン 0.0 5.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.4
ブラジル 0.0 11.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.0
その他中南米 0.0 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.1
中南米計 0.0 18.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 18.5
ドイツ 0.0 0.0 58.8 45.2 0.0 0.0 0.0 104.0
イタリア 0.0 0.0 13.1 24.0 0.0 13.1 0.0 50.2
トルコ 0.0 0.0 0.0 31.9 7.8 0.0 0.0 39.7
フランス 0.0 0.0 26.4 9.5 0.0 0.0 0.0 35.9
オランダ 0.0 0.0 27.8 2.3 0.0 0.0 0.0 30.2
英国 0.0 0.0 29.0 0.0 0.0 0.0 0.0 29.0
ベルギー 0.0 0.0 12.8 10.9 0.0 0.0 0.0 23.7
その他欧州計 0.0 0.0 31.3 43.3 0.0 14.1 0.0 88.7
欧州合計 0.0 0.0 199.2 167.2 7.8 27.1 0.0 401.4
ベラルーシ 0.0 0.0 0.0 16.8 0.0 0.0 0.0 16.8
カザフスタン 0.0 0.0 0.0 7.9 0.0 0.0 0.0 7.9
ロシア 0.0 0.0 0.0 16.9 0.0 0.0 0.0 16.9
ウクライナ 0.0 0.0 9.2 7.0 0.0 0.0 0.0 16.2
その他旧ソ連計 0.0 0.0 0.0 4.5 0.5 0.0 0.0 5.1
旧ソ連計 0.0 0.0 9.2 53.2 0.5 0.0 0.0 62.9
イラン 0.0 0.0 0.0 7.5 0.0 0.0 0.0 7.5
オマーン 0.0 0.0 0.0 0.0 2.1 0.0 0.0 2.1
UAE 0.0 0.0 0.0 0.0 17.7 0.0 0.0 17.7
中東 0.0 0.0 0.0 7.5 19.8 0.0 0.0 27.3
南アフリカ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0 4.0
その他アフリカ計 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.9 0.0 4.9
アフリカ計 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.9 0.0 8.9
オーストラリア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.4 6.4
中国 0.0 0.0 0.0 29.6 0.0 0.0 3.9 33.6
マレーシア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.6 2.6
シンガポール 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 9.1
タイ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.4 9.4
アジア太平洋計 0.0 0.0 0.0 29.6 0.0 0.0 31.5 61.2
輸出合計 124.1 18.5 208.4 257.5 28.2 36.0 31.5 704.1

（資料）BP 統計 2016 年版データに基づき作成。
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石油およびガス市場の分析においても，上

記 Bridge et al.（2013）の指摘にあるように，

取引の実態に基づいた現状の構造を理解するこ

とと，その上での分析の実行は極めて重要であ

る。しかも Banks（2015）が指摘するように，

市場は実は効率的ではなく，「市場のことは市

場が最も知っている」（Market knows more 

than any player）と言っても，市場自身に多

大のバイアスがかかっていることは事実である。

石油先物市場の役割が大きくなってきている

中，先物市場の適切性を維持し，価格が過大に

振れることを避けるためには，情報分析がなさ

れて公表されることで情報の偏りを防ぐことが

重要である。また，常に市場の監視を行いつ

つ，外的な環境が変化していくことに対応し

て，制度の見直しも繰り返しながら，円滑な取

引を目指していく必要性があると指摘すること

ができる。

［参考文献］
サンプソン，アンソニ（1976）『セブン・シスターズ』日本経

表３　世界の液化天然ガス（LNG）による天然ガス輸出入量（2015 年）
（単位：10 億立方メートル）

輸出元

輸入先
北米・南米

合計
欧州・旧ソ連

合計
中東
合計

アフリカ
合計

アジア太平洋
合計 世界計

メキシコ 3.9 0.2 0.7 2.0 0.3 7.1
米国 2.0 0.3 0.2 0.0 0.0 2.6
カナダ 0.5 0.1 0.0 0.0 0.0 0.6
北米計 6.5 0.6 0.9 2.0 0.3 10.3
ブラジル 1.4 1.4 1.6 2.7 0.0 7.1
アルゼンチン 2.7 1.4 0.5 1.3 0.0 5.8
チリ 3.8 0.2 0.0 0.2 0.0 4.2
その他中南米 2.5 0.1 0.0 0.3 0.0 2.8
中南米計 10.4 3.1 2.1 4.4 0.0 20.0
スペイン 2.0 0.7 3.0 7.3 0.0 13.1
英国 0.4 0.1 11.9 0.5 0.0 12.8
トルコ 0.2 0.3 1.7 5.3 0.0 7.5
フランス 0.3 0.5 0.4 5.4 0.0 6.6
イタリア 0.0 0.1 5.8 0.0 0.0 6.0
ベルギー 0.0 0.0 3.8 0.0 0.0 3.8
その他欧州・ユーラシア 0.1 1.7 1.2 2.3 0.0 5.3
欧州・ユーラシア計 3.1 3.3 27.9 20.8 0.0 55.0
中東 1.3 1.2 5.0 1.7 1.4 10.5
アフリカ 0.2 0.5 2.0 0.8 0.4 3.8
日本 0.5 10.9 31.1 7.9 67.6 118.0
韓国 0.1 3.9 22.2 3.1 14.5 43.7
中国 0.1 0.3 6.9 1.2 17.7 26.2
インド 0.4 0.6 14.9 4.1 1.7 21.7
台湾 0.2 0.5 8.7 0.2 9.1 18.7
タイ 0.0 0.0 2.9 0.2 0.4 3.6
シンガポール 0.1 0.1 0.6 0.9 1.2 3.0
マレーシア 0.0 0.3 0.4 0.9 0.7 2.2
パキスタン 0.0 0.2 0.5 0.5 0.3 1.5
アジア太平洋計 1.5 16.7 88.3 19.0 113.2 238.6
世界計 22.8 25.4 126.2 48.7 115.2 338.3

（資料）BP 統計 2016 年版データに基づき作成。
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